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第９回倶知安町総合計画審議会 顛末

日時：令和元年９月 20 日（金）16 時 00 分～

場所：倶知安町保健福祉会館 会議室

事務局

会長

会長

事務局

１ 開会

皆様、お疲れ様です。ただ今から第９回総合計画審議会を開催いた

します。会議の進行につきましては、会長により行いますが、その

前に、本日審議いただく基本目標１、個別目標１（子育て、教育）

と２（農業、商工業）に関連する町の担当課より職員が出席してお

ります。

それでは、会長に議事進行をお願いいたします。

皆さん、ご苦労様でございます。今朝の新聞・ニュースでも報じら

れておりましたが、皆さんご存知のとおり今年も地価上昇率が商業

地、住宅地で倶知安町が全国一位となっております。話を聞くと、

価格を抑えながら、小出しにしているということらしく、おそらく

来年も全国一位になるかと思いますが、そのくらい経済が回ってい

るようで、疑問にも感じているところです。ニセコのリゾート開発

や、新幹線関連で駅舎や駅前通の開発など、色々な動きが出てくる

と思われます。その中で、軸というものがしっかりしないと、将来

がぶれてしまうと思われます。その軸が総合計画だと考えます。本

日の審議は、個別目標に入りますので、皆さんからの忌憚のないご

意見をいただきたいと思います。

２ 第６次倶知安町総合計画素案についての審議

それでは、議事に入ります。基本目標１「くっちゃんで暮らす幸せ

を感じる」、ページは 31 ページになります。個別目標１「安心して

子育て子育ちができるまちにする」について、事務局より説明をお

願いします。

お疲れ様です。説明に入る前に、前回委員よりご指摘いただきまし

た細分化した人口の推移について、資料を配布させていただきまし

た。簡単に言いますと、一枚目は０歳から小学校入学前までの０～

６歳、７～12 歳は小学生、13～15 歳は中学生、16～18 歳は高校生、

19～22 歳は大学・専門学生、23～29 歳以降、20 代、30 代・・・と

いう形でまとめ、グラフ化しています。その裏面は、小学校～高校

までの在籍年齢別人口の推移をグラフ化しています。３枚目の資料
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は、11～23 歳までの人口推移（年齢別）をグラフ化しています。こ

の人口分布につきましては、委員から「ターゲッティング」という

お話をいただきましたので、今回、資料を配布させていただきまし

た。それ以外、前回ご指摘いただきました文面等の修正につきまし

ては、最後にまとめて行いたいと思います。当然、このグラフにつ

きましては、最終的に素案の中に組み込んでいく予定ですので、ご

理解願います。

それでは、本日の説明に入らせていただきます。素案 32 ページ、

第１章、暮らしの分野です。前回お話させていただきましたが、第

６次総合計画につきましては、くっちゃんで暮らす幸せを感じると

いう基本目標１と、くっちゃんで交流する幸せを感じるという基本

目標２、これは交流・観光分野であります。最初に現状と課題を書

かせていただいております。あまり細分化して書くとかなりのボリ

ュームにもなりますので、大枠で書いております。それ以降、個別

目標で細かいところ、分野ごとに書いておりますので、ご了承願い

ます。

基本目標１、くっちゃんで暮らす幸せを感じる、現状と課題。少子

高齢化と出生率の低下によって、日本は人口減少時代に突入してお

り、社人研による「日本の将来推計人口」に準拠した倶知安町の人

口推計では、このまま人口減少が進んでいくと、2060 年には 8,630

人まで減少すると推計されました。

そのため、本町では、平成 28 年２月に「倶知安町人口ビジョン」

を策定し、2060 年の目標人口を 13,992 人と設定して、「倶知安町

まち・ひと・しごと創生総合戦略」によって、交流人口の増加によ

る定住化の促進、安心して子どもを出産し育てる環境づくり、地場

産業拡大による雇用創出、住宅環境の整備などの施策により人口減

少緩和に取り組んでいます。したがって、第６次倶知安町総合計画

では、倶知安町人口ビジョン及び倶知安町まち・ひと・しごと創生

総合戦略と整合性を図りつつ、新たな施策を展開していきます。

また、第６次総合計画期間では、北海道新幹線・倶知安駅の開業、

高速道路の開通によって、さらに交流人口が増加し、様々な文化や

価値観をもった人々との交流が生まれ、住民の生活や価値観は今ま

で以上に多様性が拡大すると予想され、多様性への対応や多様な

人々との協働のまちづくりを基本に、本町で暮らす全ての人がそれ

ぞれに幸せを感じ、それぞれが充実した生活ができるような施策を

各分野で展開する必要があります。

本町の人口構成の特徴として、男女ともに 25 歳から 44 歳の人口

が多くなっており、子育て世代が多く住む町といえます。そのため、

母親が安心して出産を迎え、子どもが健やかに育つために、出産や

子育て、教育環境の整備は、今後も重要な取り組みとなり、出産か
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ら育児まで切れ目のない支援、豊かな自然環境や国際色豊かな教育

環境などの特色を活かした取り組みが必要になります。

令和 12 年度末に北海道新幹線倶知安駅が開業することで、駅前通

りはニセコエリアのゲイトウエイとして多くの観光客が行き交う

場所となるほか、町内の企業、商店などが力を合わせて、住民が日

常的に足を運びたくなる魅力ある賑わい交流空間となることが求

められますが、北海道新幹線札幌延伸後の在来線（JR 函館線）の

存廃については、その決定時期によって駅周辺整備や高速道路イン

ターチェンジ周辺の整備に大きな影響が生じることから、北海道や

沿線自治体と協力して早期の決定を求める必要があります。

また、新幹線駅の開業や高速道路(北海道横断自動車道)の開通は、

交流人口を増加させるだけではなく、高速交通網によって物流シス

テムが大きく変化し、本町の農作物や加工品の販路拡大、新しい産

業の創出などが期待されます。

しかし、全国的、また、全業種にわたる人手不足の問題は深刻な状

況にあり、第５次総合計画の後期から本町の有効求人倍率は、年間

を通じて 2.0 倍を超えており、観光関連業種の人手不足だけでな

く、本町の基幹産業である農業も、耕作面積の拡大と担い手不足に

より、人手不足が深刻化しています。

そのため、いろいろな地域から本町に来た人材が働ける場所づく

り、また、進学や就職などで一度は故郷を離れた子ども達が、将来

的に再び生まれ育った故郷に帰ってきたくなるような環境づくり

が求められ、この要望に応えるためにも、本町の強みを活かした地

域経済の活性化を図る必要があります。

住民の日々の暮らしでは、全国有数の豪雪地帯であっても安心して

毎日を過ごせるような道路整備と除排雪、そして医療体制や公共交

通などの生活環境のさらなる改善、災害への対応など様々な分野の

機能確保に取り組む必要があります。

34 ページです。基本方針です。倶知安町の自然豊かで外国人が多く

暮らす多文化共生の山岳リゾート地という強みを活かして、人種や

世代を超えた多くの人々が『大好きなこの町、倶知安町でずっと暮

らしたい』と思えるような、さまざまな生活環境づくりを展開し、

住民の福祉増進を図ります。

個別目標、１ 安心して子育て子育ちができるまちにする、２ 誰も

が長く働き続けるまちにする、３ 健康で笑顔が溢れるまちにする、

４ 帰ってきたくなる故郷（まち）にする、５ 住みたくなる都市（ま

ち）にする、６ 新幹線と高速道路によって人と地域がつながるま

ちにする―でございます。

この基本目標に対する評価指数（KPI）です。人口 16,068 人（令和

２年国勢調査）、人口 16,094 人（令和７年国勢調査）、人口 15,881
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人（令和 12 年国勢調査）と設定しています。

続きまして、36 ページです。ここからは各分野の記載となります。

個別目標１は、６つの個別目標の１番目となります。個別目標１、

安心して子育て子育ちができるまちにする。こちらについては、出

産・育児・子育て子育ち・教育分野になります。出産・育児・子育

て子育ち、子どもは、倶知安町のみならず社会の宝です。今後は、

妊娠・出産から成人まで、一貫した本町独自の子育て、子育ち策を

実施し、本町の子ども達を地域みんなの力を合わせて育てていく必

要があります。

第５次総合計画の後期には、小樽市を除き後志管内の町村で唯一、

倶知安厚生病院に産婦人科医が常勤することになりましたが、さら

に母親が安心して出産を迎え、子どもが健やかに育つために、出産

から子育てにわたり切れ目のない対策を充実させる必要がありま

す。

今は、親元から離れて本町で子育てをする若い世代も多く、子育て

に不安を抱く世帯への支援なども今後は重要な取り組みになって

いきます。そのため、少子化が進むなか、町、保育所、幼稚園、病

院、地域住民などが協力して、社会全体で子育てを支援していきま

す。

平成 30 年４月、待望の統合保育所「ぬくぬく」が開所したことに

より、これまでの老朽化や狭隘な施設環境を改善することができま

した。さらに、町内の３私立幼稚園が認定子ども園に移行したこと

により、それらの施設と連携、協力しながら、今後も待機児童の解

消に向け、新たな環境のなかで将来を担う子ども達の健全育成に取

り組みます。

また、保育士の確保が難しい状況ではありますが、一時保育のほか、

本町では観光業や飲食業を生業とする世帯が多いことや慢性的な

人手不足を解消するために、延長保育や日曜・祝日の保育実施につ

いても検討します。また、平成 29 年度くらいから民間企業が従業

員向けの託児所を設置する動きが見られ始めたことから、官民連携

による保育力の確保についても検討する必要があります。

同様に小学校入学後の放課後児童クラブについても場所と指導員

の確保に努め、受入体制を充実させる必要があります。

38 ページになります。基本目標１個別目標１における出産・育児・

子育て子育ちの関連計画・施策として、倶知安町子どもプラン、子

ども・子育て支援事業計画、子どもの未来応援事業計画と整合性を

図りながら進めてまいります。重点施策は、地域の子ども・子育て

子育ち支援の充実、質の高い乳幼児の学校教育・保育の総合的な提

供、保育の量的拡大・確保です。評価指数（KPI）としまして、合
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計特殊出生率の維持 1.62（平成 20 年－平成 24 年）を、1.62（令和

５年－令和９年）を維持する。産後訪問の継続実施では、産後訪問

100％を実施（平成 30 年度）を、産後訪問 100％で継続（令和 12

年度）へ。待機児童ゼロの達成と継続では、待機児童数 29 人（平

成 30 年度）を、待機児童ゼロの達成と継続（令和 12 年度）へ。一

時預かり保育の実施では、未実施（平成 30 年度）を、令和５年ま

でに完全実施へ。延長保育、日曜・祝日保育の実施では、未実施（平

成 30 年度）を、令和５年までに完全実施へ。放課後児童クラブの

待機児童ゼロの達成と継続については、8人（平成 30 年度）を、令

和５年までに希望者の受け入れ完全実施、以降継続として設定して

います。

39 ページ、教育（学校教育・社会教育）でございます。教育を取り

巻く環境は、人口減少・少子高齢化の進展、IoT・AI 等の急速な技

術革新、外国人観光客・在留外国人の増加、グローバル化の進展、

子どもの貧困等の社会状況の変化は多種多様であり、子ども達の学

習・生活面における課題、地域や家庭状況の変化、教師の負担とい

った子ども達の状況の変化は、教育に多種多様な期待や要望を増大

させています。

本町では、国の第３期教育振興基本計画に基づき、自立した人間と

して、主体的に判断し、多様な人々と協働しながら新たな価値を創

造する人材の育成を目指し、生涯にわたる一人一人の「可能性」と

「チャンス」を最大化することを中心に捉えて取り組んでいきま

す。

学校教育では、「社会を生き抜く力（夢と志を持ち、可能性に挑戦

するために必要となる力）」の基本となる「確かな学力」、「豊かな

心」、「健やかな身体」の調和のとれた育成及び「問題発見・解決能

力」の習得のため、時代に適応した教育の充実や環境の整備に引き

続き取り組んでいきます。

小学校では令和２年度、中学校では令和３年度から新たな学習指導

要領の全面実施となりますが、小学校の英語教育の充実を見据え

て、平成 30 年度から英語専科教員を活用した授業を行っています。

本町の国際色豊かな地域性を活かし、「子ども達の未来を拓く英語

教育」の実現に向け、小中高の連携を進めるなど、英語教育の充実

に取り組んでいきます。

また、国際色豊かな地域特性に伴って、本町では日本語に困り感が

ある外国人児童生徒が在籍しています。これらの児童生徒の学習支

援のため、支援員を配置していますが、今後は、支援のあり方につ

いて検討・協議を重ね、体制の整備や適切な指導に努めていきます。

さらに、知的に遅れのある子どもや発達に課題の見られる子どもな

どへの幼児期からの適切な支援を行うため、平成 30 年度より町教
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育委員会に早期支援コーディネーターを配置し、教育・学校・保健・

医療・福祉などの関係機関と連携して、一貫した教育相談や就学指

導の充実を図っており、引き続き子どもの適切な学びの場を保障し

ていくとともに、町内小中学校に支援員を配置し、学びに困り感の

ある児童生徒に対して、より望ましい学習支援の体制づくりに努め

ていきます。

第５次総合計画期間の 12 年間で、デジタルデバイスや ICT は大き

く進化しました。

教育現場では、小中学校の学習指導要領において、「情報活用能力」

が学習の基盤となる資質・能力の一つとして位置づけられるととも

に、プログラミング教育が必修となるなど、コンピューターや情報

通信ネットワークなど環境整備が必要となっています。

教育環境の整備については、教材・教具や学校図書の充実を図ると

ともに、学校の ICT 環境の整備を進めます。老朽化が進む学校施設

については、令和元年に策定した「学校施設長寿命化計画」に基づ

き進補改修の推進に努めます。

また、少子化が進むなか、第５次総合計画期間中には、町内に２校

あった中学校を１校に統合し、小学校については、「小学校適正配

置に関する計画」を策定しました。小学校の適正配置（統廃合を含

む）は、今後の本町の教育環境に大きな影響を与えることから、早

期に子ども達にとって望ましい教育環境の整備が求められます。

施設の老朽化が課題となっていた学校給食センターは、第５次総合

計画期間の後期に新しく建替えられ、平成 29 年４月から本格稼動

しました。

新しい給食センターは、地産地消食育推進施設としてより多くの地

元食材を活用しながら子どもたちが喜ぶ安全で安心な美味しい給

食の提供に今後も努めていきます。

また、現在は食物アレルギーへの対応も重要であることから、アレ

ルギーを有する児童生徒には、医師の診断をもとに各小中学校と連

携しながら、町教育委員会食物アレルギー対応の手引き（平成 28

年４月策定） に沿った給食の提供を行うとともに、各学校での給

食指導や教科指導に栄養教諭が積極的に関わるなど、計画的な食育

指導を推進します。

地域コミュニティの希薄化、少子高齢化など社会情勢の変化は、子

ども達が成長するなかでの様々な体験活動や社会規範育成の機会

を減少させることになりました。その反面、インターネットやテレ

ビゲームの普及によって、「間接体験」や「擬似体験」の機会が圧

倒的に多くなっています。

本来、子ども達が成長していく過程では、色々なヒト・モノに実際

に触れ、関わり合う「直接体験」が必要不可欠です。本町の子ども



7

達も、羊蹄山やニセコ連峰など郷土が誇る大自然の中で、文化・ス

ポーツなどのさまざまな体験活動を通じて、「知・徳・体」の成長、

「豊かな心」「生きる力」の育成に努めるとともに、進学や就職な

どで一度は故郷を離れた子ども達が、将来的に再び生まれ育った故

郷に帰って来たくなるような郷土愛を育む必要があります。

また、少子化が進むなか、社会全体で子育てを支援することが重要

になってきます。全ての教育の出発点である家庭における教育力の

低下が指摘されており、家庭の教育力向上に主眼を置き、様々な角

度からその方策を探るため、継続して子育て講座を実施していきま

す。

平成６年７月にオープンした絵本館は、良質な絵本・児童書を通し

て、親子、子どもと大人、子ども同士のコミュニケーションを図り、

絵本・児童書など本のそばで遊んでいるうちに、子どもや大人にと

っても読書が生活の一部となることで、コミュニケーションの欠

落、言葉不足を解消するとともに、子どもたちが自分で育つ「子育

ち」の環境作りに努めています。絵本館は施設老朽化などの課題を

解決しながら、本町の特色ある子育て支援施設として、今後も利活

用の充実に努めます。

関連計画・施策は、倶知安町教育大綱、倶知安町小学校適正配置基

本計画、倶知安町社会教育中期計画です。

重点施策として、子どもの教育の充実、健全な青少年を育む世代間

交流の推進、家庭教育の支援の充実としております。

評価指数（KPI）は、全国学力・学習状況調査における正答率の国

語、算数・数学の全国正答率以上の教科数では、小学６年生２教科

（平成 30 年度）を、小学６年生２教科（令和 12 年度）。中学３年

生１教科（平成 30 年度）を中学３年生２教科（令和 12 年度）とし

ています。中学生卒業段階で英語検定３級以上を取得又は英語検定

３級以上の英語力を有すると思われる生徒の割合では、45.6％（平

成 30 年度）を、60.0％（令和 12 年度）へ。自分には良いところが

あると思う（思う・どちらかといえば思う）児童生徒の割合では、

小学５年生 84.7％（平成 30 年度）を小学５年生 90.0％（令和 12

年度）へ。また、中学２年生 82.0％（平成 30 年度）を、中学２年

生 87.0％（令和 12 年度）としています。人の役に立つ人間になり

たいと思う（思う・どちらかといえば思う）児童生徒の割合では、

小学５年生 93.6％（平成 30 年度）を小学５年生 95.0％（令和 12

年度）へ。また、中学２年生 94.6％（平成 30 年度）を、中学２年

生 96.0％（令和 12 年度）へ。いじめは、どんな理由があってもい

けないことだと思う児童生徒の割合では、小学５年生 88.7％（平成

30 年度）を、小学５年生 100.0％（令和 12 年度）へ。また、中学

２年生 85.6％（平成 30 年度）を、中学２年生 100.0％（令和 12
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年度）としています。全国体力・運動能力、運動習慣等調査におけ

る平均体力合計点の全国平均値（50.0）以上への改善では、小学５

年生男子 54.3（平成 30 年度）を、小学５年生男子 50.0 以上（令和

12 年度）へ。小学５年生女子 48.0（平成 30 年度）を、小学５年生

女子 50.0 以上（令和 12 年度）。中学２年生男子 47.7（平成 30 年度）

を、中学２年生男子 50.0 以上（令和 12 年度）へ。中学２年生女子

48.9（平成 30 年度）を、中学２年生女子 50.0 以上（令和 12 年度）

へ。ワンダーキッズ参加者（年間）の増加では、20 人（平成 30 年

度）を、25 人（令和 12 年度）へ。絵本館の利用者数（年間）の増

加では、16,285 人（平成 30 年度）を、18,000 人（令和 12 年度）

へ。社会教育課が実施する子育て講座受講者数（年間）の増加では、

30 組（平成 30 年度）を、40 組（令和 12 年度）としています。個

別目標１については、以上です。

個別目標１は少し長いものでありますが、今説明のありました、暮

らしの分野、基本目標１「くっちゃんで暮らす幸せを感じる」、個

別目標１について説明がありました。この内容について、皆さんか

らご意見・ご質問等を受けたいと思います。ご発言、よろしくお願

いします。

38 ページの評価指数の待機児童ゼロの達成と継続についてですが、

待機児童について確認させていただければと思います。保育所に入

所したいという希望があり、保育所が定員を満たしいている、また

は保育士不足で受け入れられない子どもたちが待機児童というこ

とで理解しています。今年度、倶知安町の３歳児に起きたこととし

て、３歳児の人口が３幼稚園の定員を超えていた、それでもって待

機児童をゼロにしようとするなら、お父さん会社勤め、お母さん専

業主婦で、幼稚園に通わせたいと思っていたが、施設に入れないと

いうことが現実に起きました。皆さんご存知とおり、10 月から、幼

稚園・保育所の無償化が具体的に施行されます。もし３歳児で幼稚

園に入れなかったら、その無償化の恩恵を受けられないこととなり

ます。直前に町と話し合いをして、１号を受け入れている３幼稚園

では、定員を超えているので、２号は受け入れられないので、ぬく

ぬくで受け入れてほしいということで、今年の４月はそのような問

題は発生しませんでした。ここで待機児童ゼロの達成と単純に書か

れますと、幼児教育を希望している子どもたちが、視野から外れて

きます。そこは、従来どおりの待機児童という表現ではなく、今の

状況に対して、いかなるものかと個人的に感じています。全ての幼

児に幼児教育が行き渡るようにという表現をしていただいたほう

が良いかと。あと、一時預かり保育について、どの事業を指してい
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事務局

るか、理解できませんでした。令和５年度までに完全実施となって

いますが、加えて日曜祝日の保育についてもここに記載されていま

すが、どのようなことを実施しようと考えているか、そのために施

設をどのようにしようと考えているか、まだ見えていないので、疑

問に感じています。以上です。

今のご意見対して、説明願います。

委員からのご意見でございますが、完全実施ということはあくま

で、評価指数として挙げさせていただいたということですが、まず、

待機児童ゼロを目標とするのは、あくまで０～５歳までのトータル

での待機児童ゼロであります。今年度は、たまたま委員より発言が

ありましたが、一時的に対応いただいたところです。今後の出生動

向を見ますと、何とか定員を超えることはないと見込んでいます。

加えて、一時預かりについては、保育を常態とするものではなく、

例えば緊急的に預かってほしいということが発生した場合におい

て、今町内において事業所・町の施策がないため、今後は町で実施

するか、或いは各事業所・施設にお願いするかは別となりますが、

ニーズがある以上、提供したいという姿勢を込めてのものでありま

す。あと、延長保育・日曜祝日の保育につきましても同様で、現在

実施には至っていませんが、ニーズ調査をする上では、これらを実

施してほしいというニーズがある以上、何も目標を立てずにできな

いと言うことにはなりませんので、あくまで指数と掲げたうえで、

どのようなことで対応ができるか、今後具体的に詰めていきたいと

考えていますので、ご理解いただければと思います。

今の部分の一時保育、延長保育、日曜祝日の保育については、町の

大きな課題です。総合計画は現状云々ではなく、12 年後の町の方向

性を示すものですので、一時保育、ニーズがあります。例えば、母

親が急病になり、子どもがいるので病院に行けないなどの状況で、

子育て世代からニーズがあります。また、同じように延長保育、36

ページにも記載しておりますが、観光を生業とする世帯が非常に多

い状況です。そのような事業所に勤務するお母さんたちとっては、

赤い日の保育は、非常に望まれているもの。慢性的な人手不足を解

消するためには、この延長保育や、赤い日の保育というのは、町全

体で考えていかなければならない課題と考えています。ただ、それ

を誰が担うのか、町がやるのか、３幼稚園がやるのか、ということ

ではなく、町全体として、今後実施できるような検討をしていかな

ければならないし、していかなければならないと思っています。そ

れが総合計画と考えています。この計画の KPI につきましては、関
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会長

委員

説明員

係団体とのコンセンサスをとって、ご了承を得られたものから評価

数値を掲げていくものではないと思っています。この数値目標を達

成する、ここでいうと延長保育、一時預かりの保育、赤い日の保育

の実施を目指すためにやるという意気込みですので、先ほど説明が

ありましたが、総合計画を達成するための数値目標で、個別目標１

が終わった段階で評価する１つの指標ですので、完全実施を目指し

て頑張るということに、ご理解願います。

一時預かりや、延長保育については理解できます。目標でもありま

すので。ただ、ここで待機児童ゼロとしか書かれておらず、上段の

重点施策の中でも、質の高い乳幼児の学校教育・保育の総合的な提

供という表記になっています。認定子ども園では、幼児教育を行っ

ています。学校なのかそうではないのか、議論は難しいかと思いま

すが、幼児教育ということは明記いただき、全ての子どもたちにと

いう目標を掲げていただかないと、人口動向で定員オーバーとなら

ないと言いますが、今年度現に起きたこと、それを踏まえて、まだ

間に合うのであれば、記載いただければと思います。

幼児教育の件につきましては、後ほど入れさせていただきます。

その他、ございませんか。

同じような話になりますが、その次の部分で、放課後児童クラブの

待機児童ゼロと書かれていますが、これもやはり、「待機児童」と

いう定義がわかりません。事実関係は確認していませんが、聞くと

ころによりますと、本来６年生まで希望者は受け入れなければなら

ないのが、枠の関係で２年生までで定員を満たしていると聞いてい

ます。２年生までの枠ですら、８名の待機児童が出ているというこ

となのか、６年生まで含めて８名なのか、そこがはっきりしないの

と、今後待機児童ゼロという将来目標は、６年生まで含めてゼロに

する目標なのか、確認させてください。

ただ今のご質問ですが、平成 31 年度スタート時点では、東小と北

陽小は小３までの申込みがあり、すべて受け入れしています。倶知

安小と西小の３年生については、８人受け入れられない状況で、こ

れは施設のキャパシティーの問題で、今の教室では、１・２年生で

埋まってしまう状況にあります。加えて、今後令和５年度までにと

いう目標ですが、現状余裕教室では対応しきれない部分ですので、

条例上謳われている６年生までが、全校希望される児童の受け入れ

できるキャパシティーの部分を含めて整備したいと考えています。
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説明員

会長

個人的な意見となりますが、６年生まで必要かと思っております。

安全・安心な環境を提供するというお題目だと思いますが、それほ

ど大人の目が届いていないといけないのか、という個人的な気持ち

があります。これは総合計画ではなく、条例の話になるのかと思い

ますが、例えば、３年生までとか条例改正できれば、キャパシティ

ーを増やす必要もなくなりますでしょうし、ここで話をすべき内容

ではないかと思います。以上です。

補足として、厚生労働省で、放課後児童クラブは６年生まで受け入

れなさいということが明記されており、それに基づいて条例も明記

しています。委員ご指摘のとおり、４年生以降となりますと、親は

希望されますが、児童は希望されないという実態もあります。ただ、

受け入れできる扉は常に開いておかなければならないという姿勢

もありますので、ご理解願います。

他、ございませんか。出産・育児・子育て子育ちについてご意見い

ただいておりますが、教育分野においてはご意見ありますか。

この地域は、多様性が多く英語教育を重視するということは良いこ

とと思います。私の個人的な意見となりますが、イメージとして、

英語でしっかりと日本や日本文化を説明・解説できる人材を育てる

べきと思います。つまり、多様性・グローバルということは、無国

籍な人がたくさん生じることではなく、そのようなところに行けば

行くほど違いが際立つと思います。その違いをきちんと説明でき、

他人の気持ちがわかっていくことが、目指すべき人格像なのかと思

います。色々な人が集まることによって、違いがお互い分かり合え

る視点が、この中に盛り込まれるとよいと感じています。

いただきましたご意見につきまして、検討させていただければと思

います。

持ち帰って、検討させていただければと思います。

今のご意見、私も個人的に思うのが、人口ビジョンで 16,000 人を

維持していくことで、倶知安では何をすれば人口ビジョンを達成、

人口を維持できるか、出生率を増やすことは当然のことですが、母

数を増やさないと人口は増加・維持できないかと。今は国際リゾー

トがあるから、流入人口などで、若い世代は増えてくる可能性はあ

ります。しかし、いつ国際リゾートで雪が降らなくなるか、それは
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副会長

会長

副会長

観光分野で審議しますが、一方で高速交通網ができることで、倶知

安がスキーリゾートに頼らない、違うもう一つの理由で住みたい・

訪れたい理由を作る必要があります。それで一番大事なのが教育だ

と思います。産業は確かにそうですが、新幹線が開通すると、40

分程度で札幌まで移動でき、通勤・通学圏内となり、十分に通えた

り、札幌から倶知安へ移住し、ここから通勤できる状況になり、教

育をしっかりすると、その保護者もここに住み、子どもが増える。

そのときに一番大事なのが、教育で、委員からの意見にもあった英

語教育かと個人的には思います。ここまで詰めてやるのが、総合計

画ではありませんが、関連計画で子どもプランなど、3つあります

が、何が違うのか、町長が言う子どもについて、お腹にいるときか

ら成人になるまで、一つのプランで子どもを育てるというものなの

で、その辺の教育の位置付けについてどのように考えているのかと

いうことです。それと、もう１つ、英語教育を実施していますが、

KPI について 12 年かけて英検３級の合格率が 15％しか増えないの

かということ。どのように KPI を設定しているのか伺えればと。

私の意見とは少し異なるかなと思います。英語教育は大事だと思い

ますが、日本の文化の教育が基礎にあるものということです。

子どもプラン、子ども・子育て計画あるいは未来応援計画ですが、

すべて見比べると、大きな違いはなく、主に子どもに関する施策が

主な内容であり、そこには教育の位置付け、幼児教育ではあります

が、義務教育的なものはさほど盛り込まれていないのが実態であり

ます。就学前と後で行政的には途切れがちと言われますが、それら

をつなぎ目なく支援していかなければならないとこちらも感じて

います。

英検につきましては、持ち帰って再度精査したいと思いますが、お

そらく合格率の推移を踏まえまして、12 年後に目標を立てたのが、

逆算して 60％程度ということで、考えているところです。もう少し

精査したいと思います。

中３時に全員が、英検を受験するということでしょうか。

受験した人の 45％ということですか。

どのような意味か伺いたい。中３で英検を受けて、こんなに受かっ

ていますか。
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受験された方の 45％ということです。

なぜ、KPI を設定するかというと、大きな目標を達成するために設

定するわけであり、これを実施すれば、本当にそうなるのか、とい

うもの。その観点で設定しないと、振り返りする際、実施はしたけ

ど、全く達成していないということも考えられます。これまで指標

がなかったので、設定することはよいが、これを実施しないと個別

目標を達成できないという観点で設定すべきと考えますが。

42 ページにあります、評価指数で、全国学力・学習状況調査におけ

る正答率の全国正答率以上の教科数について、平均点という理解で

よろしいでしょうか。

そのとおりです。

この試験に参加している子どもたちは、公立の小中学校であり、私

立に通う子どもたちは抜けているので、全体の平均点はもっと高い

と思われます。他県では、ずば抜けて点数が高くなっているところ

もありますが、そこはほぼ公立の小中学校が参加。そのような意味

では、幼稚園で学校教育に相応しい状態で送り出され、平均点以下

を狙っているとなれば、つらい印象を感じます。

この全国学力状況調査は、公立学校では必ず実施するということ

で、文部科学省でも予算化されています。一部の方からは、毎年で

はなく、隔年で実施などという意見もありますが、平成 19 年以降、

文部科学省で毎年実施しています。私立学校は、委員のいうとおり

参加されていない状況にあり、公立学校のみが参加していますが、

公立校の中でも、受験しないところもあります。町内の状況は教育

委員会でも把握されていると思いますが、間違いなく学力が向上し

ていると伺っています。全国平均に近い状況にあり、教科・学年に

よっては全国に近いものもあります。学力の面もそうですが、学習

状況調査でもって、子どもたちの学習に関する調査は、自宅に帰っ

たら勉強する時間などといったものです。自宅に帰ったら、ゲーム

などをする時間が増えているといった実態もわかってきています。

また、睡眠時間もそれらに取られている状況にもあり、これは北海

道全体でも高い比率となっています。私個人としては、数値に捉わ

れることなく、全体的に子どもたちにどんなことが必要なのかとい

うことに変えていくほうが良いと思われます。点数の増減に一喜一

憂するのは望ましいことではないと思っています。
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先ほど、委員から英語教育の需要ですが、文化・地域学などという

お話がありました。それに関して担当からありますか。

各学校で、日本の文化といいますか、現在ふるさと教育を推進して

おります。倶知安の良いところ、例えば尻別川や農家さんのことな

どを調べており、総合的な学習で学び、学校によっては地域で発表

する場を設けています。これは地域の方への発信のみとなっていま

すので、今後このような面でも学校と教育委員会が協力し合って、

発信する力をつけていくべきかと考えています。

54 ページをお開きください。今回から今までになかった視点で、歴

史・文化の伝承ということで掲げておりますので、ここの審議の際、

詳しくやりたいと思いますので、ご理解願います。

39 ページの中段あたりに、「問題発見・解決能力」の習得とありま

すが、これに対応した具体的な施策らしきものがこの後の文面には

ないですが、その点について伺えればと。また、40 ページ中段の「小

学校適正配置に関する計画」の段落の最後が「求められます」で終

わっています。他の文章は、「努めていきます」などという表現に

なっていますが、ここだけ求められますという他人事のような表現

になっています。その見解について伺えればと思います。

関連して、適正配置についてですが、平成 30 年度に教育委員会で

協議をされたと記憶しています。中学校は統合されましたが、小学

校は、町民が統合を望んでいるのかが気になるところ。早い時点、

「早期に」という表現がありますが、早期に実施すべきことなのか

が疑問に感じています。実際には総合計画にも関連してきますが、

駅前の開発、高速道路の建設にも影響されるかと思います。校区の

割り振りに大きく関わってきますが、そこで児童数など、施設規模

などの幅をどの程度で考えているか。ここの表現について「慎重に」

という表現の方が望ましいと感じています。十分に、慎重に検討し

ていって、結論を出すと言い換えたほうが良いかと思います。

今の２委員の発言について、説明願います。

「問題発見・解決能力」についてですが、具体的には施策等は掲載

されていませんが、新しい学習指導要領に基づいて、プログラミン

グやアクティブラーニング、先生が問題を提起して子どもたちが、

その問題について解決していくという力をつけさせるための指導
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委員

説明員

説明員

会長

副会長

要領が今後展開されることとなっています。プログラミング教育

は、パソコンのプログラムを組むのではなく、物事を論理的に組み

立てる能力を育てるものが学習指導要領に掲載されていますので、

これらを繰り返し行うことで生きる力を育てるということが、教育

委員会としても、文部科学省も求め、提起しています。学校の先生

たちも研究しながら、子どもたちの力を伸ばせるよう進めています

ので、具体的に計画には掲載されていませんが、この「問題発見・

解決能力」はこのような意味合いが込められていますことにご理解

願います。

委員が言っていました点数の増減については、私も同様に感じてい

ます。暗記している子どもは点数を取ることができますが、それと

問題解決は全く別問題で、ベクトルも異なるかと。暗記とは違う指

標があれば良いですが、非常に難しいのは承知しています。その方

向に向かうという表現があればありがたいのが１つと、プログラミ

ングが必修になったことで、先生たちがどのように指導したら良い

か分からないというニュースをたまに見ます。教材・教具や学校図

書の充実、ICT 環境などハード的な部分のみが言及（掲載）されて

おり、先生方へのフォローが記載されていない状況にあります。そ

の辺について一文入れていただければと思います。

ただ今のご意見につきましては、伝わるような形で変えていきたい

と思いますので、よろしくお願いします。

適正配置につきましては、町長も変わり、これまで８回ほど検討さ

せていただきましたが、町の状況は変化しておりますので、その変

化を注視しながら、この件については慎重に進めていければと考え

ています。今年に関しては、検討についてまだ行っていませんが、

年度内には数回検討をさせていただければと思っていますが、スピ

ード感については、慎重に取り扱いたいと思いますので、ご理解願

います。

確かに、宅地の分布も変わってきていますので。

校区の問題もありますが、実際に適正配置委員会に参加し、いかに

１学年１クラスを解消するか、できれば、１学年２クラスをどのよ

うにつくるかということでありましたが、それは急がなくてもよい

という考え方でいいのでしょうか。それと、実際に参加してよかっ

たのが、１学年２クラスをつくることで、少人数学級をうまく確保

できるなと思っていました。その辺との兼ね合いはどのようになり
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説明員
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事務局

委員

事務局

委員

副会長

委員

ますか。

少人数制という行き届いた教育の実施というのは、効果的に実施で

きるという意見もありますので、今の状況も踏まえ、維持しながら

実施できればと教育委員会では考えているところです。

43 ページの絵本館の利用者数について、平成 30 年度で 16,285 人と

なっていますが、純粋に子どもの人数なのか、保護者も含まれてい

るのか伺いたいです。ルールが変わっていなければですが、絵本館

はかつて近隣の自治体の方にも貸出しているはずです。そこまでこ

この人数に含まれていますか。

ただ今のご質問ですが、大人も子どもも含めた人数となっておりま

す。近隣の町村からの利用者も含めています。

これまでずっと課題となっていますが、小学生までは絵本館を利用

し、中学生以上になると絵本館には来なくなり、図書室を利用する

傾向にあります。小学生も中学生も他のところでは数字が出ている

ので、厳密に言うと、中学生の数も含めてはどうでしょうか。

図書室の KPI は今のところ設定していません。今のご意見は、図書

室を利用している中学生を、絵本館の利用者数に含めると言うこと

ではないですね。

そのとおりです。絵本館の利用者数を細分化できるのであれば、し

ていただけると。

担当課とも確認してみます。

適正配置についてですが、本日配布していただいた資料にも関連し

ますが、今の中学生の人数で、小学校の数を決めてきたのか、それ

とも将来推計をもとに決めてきたのか。

０～６歳までもカウントしながら、という提案がありました。すで

に２・３年経過していますが、その時点での年齢（0～6歳）を加味

しながら、先を考えながら答申したところです。

もし、この検討を今後される場合、まだ生まれていない子の予想も

含めて目標設定し、そのときの学校の数ということになると思いま

す。
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会長

委員

事務局

会長

事務局

第１回目の適正配置委員会に私も出席していましたが、ある程度ま

で、３校にということもありましたが、最初の立ち上げから状況も

変わり若い世代が増え、様子を見るということとなりました。今後

状況も変化してくるかと思われます。そのデータというのはしっか

り押さえながら進めていくことが良いと思いますが、急ぐ必要はな

いと正直感じています。

41 ページの中段、郷土愛を育むとありますが、先ほどもその件につ

いてお話がありました。その中の文言で、子どもが成長していく過

程で直接体験が必要と書かれていますが、その前段に色々なとあり

ます。ここはひらがなにした方が良いかと思いますが、「ヒト・モ

ノに」で、学校教育の中では一般的に使われるのは「ヒト・モノ・

コト」であり、コトも含まれます。ヒトについては、人との関わり、

モノは、施設も含まれてきます。コトは、様々な目に見えない文化・

芸能なども含まれ、倶知安で言えば羊蹄太鼓などの伝統芸能、じゃ

が祭りなどもここに含まれてきます。そういったことを入れてみて

はどうかと感じています。子どもたちが実際に自然と触れ合う中

に、羊蹄山やニセコ連峰という表記がありますが、ぜひ尻別川も記

載していただければと。併せて、ここで大事なのは、子どもたちに

体験学習をさせるという感性を形成させていくことは極めて重要

で、学校で言いますと、総合的な学習であり、生活科というものに

なります。実際に子どもたちが外へ出向き、そこから課題を見つけ

てくる、見つけた中で自分たちで解決していこうという、課題解決

が社会に出た中で重要と感じる。社会に出ると「解」がない中でい

かに知恵を出すかということ。ぜひ、この部分、入れていただきた

いと思います。

ただ今のご意見、承知いたしました。

西暦と元号が統一されてないので、統一してはどうか。もう１点、

39～42 ページまで長い文章となっていますが、カテゴリに分けては

いるが、（１）などで記載してはどうか。先生たちの働く環境につ

いて、総合計画に入れるかどうかは疑問ですが、子どものことは重

要ですが、先生たちの環境も良くしていかないと、良い子どもも育

たないかと思われます。教育大綱で触れているか承知していません

が、どこかで触れてはどうでしょうか。

項目分けについては、今後検討したいと思います。教育の部分で、

突出して長くなっており、学校教育と社会教育で分けたかったとこ
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会長

事務局

会長

委員

会長

事務局

ろですが、教育長より、学校教育も社会教育も「教育」として、１

つにしたいという意向があり、前は分けていましたが、教育長から

の意見もありましたので、見やすさについては検討します。教員の

働く環境については、道職員ということもありますので、考えさせ

ていただければと思います。

今の考え方は非常に良いと思います。社会教育と学校教育を分ける

のではなく、一本化するということ。決して学校だけで教育が完結

されることはなく、社会に開かれた教育課程ということもあり、コ

ミュニティスクールなどもどんどん進められている状況にありま

す。

町長も、同じようなことを言っていましたので、同じ方向になりつ

つあるのかと思います。

見やすさについては工夫させていただきます。

個別目標１に関して、ほかにご意見なければ、個別目標２に進めま

す。最後にまたご意見を伺います。

文言だけ。39 ページ６行目、子ども達の状況の変化とありますが、

その前に教師の負担とあり、あまりつながっていないと感じていま

す。子どもに関わる状況の変化―という表現であれば理解できま

す。

それでは、44 ページの個別目標２「誰もが長く働き続けられるまち

にする」について事務局より説明します。

それでは、個別目標２誰もが長く働き続けられるまちにする、産

業・雇用・人材育成分野です。

産業（農業・商工業）、経済連携協定（EPA）や自由貿易協定（FTA）

の拡大、後継者・担い手の不足など、農業を取り巻く環境は厳しい

ものがありますが、倶知安町の歴史の中で、多くの農家が大切に培

いブランド化してきた「くっちゃんじゃが」や近年人気となってい

る「倶知安産米ゆめぴりか・ななつぼし」などは、後世にわたって

残していく必要があり、そのためのシストセンチュウ対策や土づく

りが今後も重要な取り組みとなります。

また、近年の異常気象は、作物の生育及び農作業の効率に大きな差

が出ることから、生産性の向上と農作業の効率化を図るため、各種

補助事業を有効に活用した暗渠排水、石れき除去等の総合的な土地
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基盤整備を計画的に実施していく必要があります。

これらの状況を踏まえ、効率的な農地の利用、雇用労働力及び担い

手の確保を図り、消費者の求める安心・安全な農作物を安定的に供

給していくことが重要となることから、第三者 GAP 導入などの食の

安心・安全対策や輪作体系の維持・確立による生産性の向上によっ

て、より体質の強い農業の構築を図る必要があります。

また、年間多くの観光客が訪れる本町では、地元食材を町内の宿

泊・飲食業に提供する仕組みが不可欠であり、地元の新鮮な野菜や

加工品を販売する場所を設けることで、より多くの来訪者に地元食

材を提供できることになります。このことは、地産地消の促進のみ

ならず、６次産業化、加工品の製造・販売など、本町の産業の弱み

を改善する新たな取り組みの促進にも繋がります。

本町の商工業については、新幹線駅開業や高速道路開通を見越した

大型の事業も増えており、様々な分野において活発な動きが見られ

ます。

また、若い経営者や外国人による飲食店の増加や町外企業の進出も

あり、特に中心市街地の駅前通りにおいては、空き店舗は少ない状

態が続いています。

その一方、駅前通り以外の商店街や地域に昔からあった小売店舗に

ついては、施設設備の老朽化や後継者不在を理由にした閉店が増え

ていることから、健全に営業している事業者には事業継承の啓発を

進めるとともに、既存店舗の改修や設備投資を促進する取り組みに

努めます。

現在、本町のリゾートエリアはインバウンド観光によって活況を呈

していますが、第６次総合計画期間中においては、本町の基幹産業

である農業と観光による経済効果を域内循環させ、住民一人ひとり

が倶知安町で暮らす幸せを実感するため、中小企業振興基本条例な

どを活用し、町内の経済団体、観光団体、農業団体と連携しながら、

本町の経済活動を活性化する取り組みを積極的に展開していきま

す。

関連計画・施策としまして、倶知安町まち・ひと・しごと総合戦略、

倶知安町都市計画マスタープラン、倶知安町農業振興地域整備計

画、農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想、倶知安町酪

農・肉用牛生産近代化計画と整合性を図ります。

重点施策としまして、地場産業の強化と農作物の加工・販売の促進、

町の賑わいと活力を創出する商工業の支援の充実であります。

評価指数は、農家戸数減少の緩和 174 戸（平成 30 年度）を、150 戸

（令和 12 年度）へ。倶知安産農産物を使用した商品数（累計）の

増加 18 個（平成 30 年度）を、28 個（令和 12 年度）へ。６次産業

化の取組件数（累計）の増加３件（平成 30 年度）を７件（令和 12
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会長

年度）へ。町内の商店街の空き店舗数の減少 20 店舗（平成 30 年度）

を、２店舗（令和 12 年度）へ。まちなか歩行者（年間）の増加 570

人（平成 30 年度）を、1,000 人（令和 12 年度）へ。町内の法人件

数（累計）の増加 659 件（平成 30 年度）を、720 件（令和 12 年度）

としています。

雇用・人材育成です。第５次総合計画の後期から、倶知安町の有効

求人倍率は年間を通して約 2.0 倍を超える状況が続いてきました。

当初は、外国人観光客の増加により雇用側が求人に英語能力を求め

ることと英語を話せる求職者が少ないことによるミスマッチが目

立っていましたが、現在では、観光業のみならず、公共交通機関の

運転手や農業、建設業など人手不足は深刻な問題となっています。

本町における人手不足を解決するために、地域や国籍を超えた人材

の確保と活用、労働者の資格取得の支援などが必要となることか

ら、国の制度を活用した UIJ ターンによる国内人材の誘致、外国人

労働者の受け入れ検討、大都市圏の雇用関係機関と連携したマッチ

ングの促進、技能・労働関係機関や団体と連携した資格取得支援の

拡充などを図っていきます。

また、本町の基幹産業である農業は、農業従事者の高齢化や後継者

不足により、平成５年には 469 戸あった農家戸数は、平成 27 年に

は 185 戸まで減少しています。その一方、一戸当たりの平均経営面

積は、平成５年の 8.85ha から平成 27 年の 22.49ha と増えており、

大規模農業化が進んでいます。

深刻な人手不足のなかでの農業経営では、GPS トラクターや農業用

ドローンなどの最新技術の導入、後志総合振興局が中心となって実

施している「しりべしまち・ひと・しごとマッチングプラン」の促

進のほか、改正入管法による外国人労働者の受け入れについても今

後の検討課題となっていきます。

関連計画・施策は、倶知安町まち・ひと・しごと総合戦略。重点施

策としまして、人手不足を解消するため通年での職場確保と受入体

制の整備、後継者対策と起業者に対する支援の充実としています。

評価指数（KPI）は、季節雇用からの通年雇用化数（累計）の増加

５人（平成 30 年度）を、45 人（令和 12 年度）へ。農業新規参入者

数（累計）の増加２人（平成 30 年度）を、８人（令和 12 年度）へ。

農業法人数（累計）の増加 19 法人（平成 30 年度）を、25 法人（令

和 12 年度）へ。倶知安町技能者人材育成事業補助金交付件数（年

間）の増加１件（平成 30 年度）を、２件（令和 12 年度）でござい

ます。個別目標２については以上です。

個別目標２について、説明がありましたが、ご意見等あればお願い

します。
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44 ページに書いてあるとおりですが、前段の文章の中には、くっち

ゃんじゃが、米の品種等記載されています。それと合わせて水田の

機能も加えていただければ、後世に伝わるのではと感じています。

シストセンチュウ対策の記載もありますが、シストセンチュウはと

ても厄介な害虫でありますので、文面でそのためのを、そのための

形でのという表現にしていただければ分かりやすく感じます。それ

と、土づくりは重要であり、持続可能な土づくりや、生産の根幹と

なる土づくりという表現にしていただければ、ニュアンスも伝わる

と思います。また、下段ですが、産業の弱みを改善という表現があ

りますが、単純に、本町の産業の新たな取り組みの促進という表現

で、弱みを改善というのは入れずで良いと思います。水田の機能と

いうのは、逆さ富士なども含めてと言うことです。

KPI について整合性が図れていない部分が。農業法人数を増やそう

としている中で、農家戸数が減るのを緩和しようとしているという

ことで、大規模化に向かっていかないということでしょうか。

この件につきましては、農業者が高齢化や後継者不足で今後大幅に

減ることが十分想定されます。農業者が減るということは、１戸あ

たりの農家規模が大きくなり、規模が大きくなると法人化される農

家も増えてきます。法人数を増やして、雇用を生む。あとは個人の

農業者を少しでも減らない政策を行い、抑えるということでありま

す。

今の農家が１戸も減らずに、後継者も見つかり、今の農家の形でや

っていけるのであれば、法人数は増えないということでしょうか。

現状ですと、個人の農家でも規模が大きくなっています。毎年１、

２件法人農家が増えている状況にあります。

規模が変わらない状況で、法人化をするということですか。

規模は変わりませんが、労働力不足で、家族労働に限界もあり、法

人化されるという方もいます。ここについては、推進していきたい

と考えています。

評価指数にある季節雇用で、累計と表現されていますが、平成 30

年度で５人となっていますが、いつからで５人なのか。令和 12 年

度では 45 人となっており、そこは令和元年度から累計で 45 人とい
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うことでしょうか。

平成 30 年度に季節雇用の方が正規雇用された方が５人、累計なの

で、令和２年度から第６次計画が始まり、そこから累計して 45 人

ということです。

前のところも含めて、平成 30 年度は単年度、それから加算してと

いう意味での累計でしょうか。

そのとおりです。

季節雇用で 50 人いたとして、そのうち半分が通年雇用を目指して

いると意味での 45 人なのか、それとも年間５人ずつ積み上げてい

くということで、45 人という意味なのか、どちらを指しているか伺

いたい。

ただ今の質問ですが、現状、羊蹄山麓雇用促進協議会で技能取得な

どを季節雇用者に勧めており、通年雇用されていない方を支援しな

がら、通年雇用化につなげて、指数の最終年である令和 12 年には

45 人まで増やしていきたいということです。現在５名なので、今後

12 年かけて、40 名を通年雇用化につなげたいということでありま

す。

地域柄、季節変動があることはやむを得ないが、スキー場で通年雇

用ということには無理がある。その際、通年雇用化にこだわると、

スキー場にできないことを勧めることになるのではと思います。振

興局で実施されているマッチングプランは、冬はスキー場、夏は農

業でという、通年雇用ではなく、１年間で仕事をすることを実施し

ようとしています。そういうことであれば、１年間仕事がある人を

増やすということであれば理解できますが、雇用保険にこだわる

と、ベクトルが違ってくると思われます。

働き方については、人それぞれの考え方もあります。必ずしも通年

雇用を求めているわけではないことは理解しています。しかし、何

らかの資格を取得し、通年雇用化を希望される方もいますので、羊

蹄山麓雇用促進協議会では、大型二種免許の取得費の助成も昨年か

ら実施しており、そのような制度も活用しながら、交通分野での通

年雇用も期待できると思いますので、年間４人程度が通年雇用とし

て、数値目標を設定しております。



23

事務局

委員

副会長

事務局

副会長

委員

事務局

会長

通年雇用は、法律では１つの会社に 12 カ月勤務となりますが、委

員の言うとおり、地域特性を踏まえた上で、切れ目がないような雇

用。通年で雇用となれば、通年で労働するということで、まちの経

済力の向上などにもなってくる。

通年雇用できるに越したことはないですが、KPI として雇用保険の

一般被保険者にすることを目標にすることに疑問を感じています。

45 ページの中段、また若い経営者・・・について、空き店舗が少な

い状況となっていますが、現状と矛盾が生じていると思いますが。

この文面を作成したときと状況が変化しています。空き店舗という

より、解体して、更地になっていることが見受けられますので、表

現を改めます。

駅前通も、駅前通以外も同じ状況なので、表現を検討してください。

言葉の伝え方ですが、44 ページの下段、繋がるとなっていますが、

ここはひらがなとなります。他も統一されていない箇所もあります

ので、検討してください。また 79 ページの下から４行目も漢字表

記となっています。53 ページの８行目も漢字です。統一したほうが

良いかと思います。45 ページの啓発を進めるという箇所で、進める

は、意味合いとして、勧めるかと思います。

文言の統一作業は、一番最後に行いますので、ご理解願います。

商工業にいる立場として、46 ページの関連施策で経済や企業支援の

計画がないことが大きな課題かと思っています。中小企業振興条例

については、今は絵に描いた餅になっていますが、この辺の運用を

強くしていく動き、協議会の設置などは重要と感じますし、町自体

が企業への支援ということは難しいと思いますが、関連団体との連

携などで、企業支援という意味での計画を立てて、実行するのは商

工会議所や、得意とする経済団体があると思いますので、そのよう

な計画を策定いただきたいと思います。特に若手経営者の育成で

は、北海道信用金庫に、45 歳までの若手経営者や次世代の経営者の

集まりがあります。彼らに倶知安町として、地域として経営者を育

てるという観点が必要です。雇用に関しても町が入り込むべきかと

思います。ニセコ留学で、本州から 40 名程度インターンシップで、

２～３人が就職しているので、企業支援という感覚をもっていただ

き、関連計画をぜひ策定していただければと思います。
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そのほか、ご意見などありませんか。産業関係で何かあればと思い

ますが。次回の日程は決まりましたか。

10 月の上旬と下旬、10 月は２回開催しますので、よろしくお願い

します。

顛末は事務局から送付されますので、ご一読いただき、その次の審

議会でご質問等いただければと思います。

それでは、第９回の審議会終了いたします。ありがとうございまし

た。


